
【令和６年度実施計画】物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金事業の実施状況

臨時交付金 その他国庫 一般財源

1
物価高騰対策支援給付金（追加分）【物
価高騰対策給付金】

住民税非課税世帯に物価高騰対策支
援給付金７万円を支給する。

Ⅰ．物価高から国民生活を守る 770,000 770,000 770,000 R5.12.26 R6.3.29 支給開始日 令和６年１月
住民税非課税世帯の生活に係る経費の負担軽減が
図られた。

住民税非課税世帯７万円給付

2 給付金・定額減税一体支援事業

①令和６年度に新たに住民税非課税世
帯及び住民税均等割のみ課税世帯に
なった世帯に対し、物価高騰対策支援
給付金10万円を支給する。
②令和６年度に新たに住民税非課税世
帯及び住民税均等割のみ課税世帯に
なった世帯に対し、子ども一人当たり５
万円を加算して支給する。
③定額減税しきれないと見込まれる方
に調整給付を支給する。

Ⅰ．物価高から国民生活を守る 74,396,000 74,396,000 74,366,000 30,000 R6.4.15 R7.1.30 支給開始日 令和６年８月
住民税非課税世帯及び均等割のみ課税世帯の生活
に係る経費の負担軽減が図られた。

①新たな非課税世帯等10万円
給付
②子ども加算
③調整給付

6 No.2事業（事務費）

①令和６年度に新たに住民税非課税世
帯及び住民税均等割のみ課税世帯に
なった世帯に対し、物価高騰対策支援
給付金10万円を支給する。
②令和６年度に新たに住民税非課税世
帯及び住民税均等割のみ課税世帯に
なった世帯に対し、子ども一人当たり５
万円を加算して支給する。
③定額減税しきれないと見込まれる方
に調整給付を支給する。

Ⅰ．物価高から国民生活を守る 944,445 944,445 944,445 R6.4.15 R7.1.30 支給開始日 令和６年８月
住民税非課税世帯及び均等割のみ課税世帯の生活
に係る経費の負担軽減が図られた。

①新たな非課税世帯等10万円
給付
②子ども加算
③調整給付

7 低所得世帯支援・一体支援事業

①住民税非課税世帯に物価高騰対策
支援給付金３万円を支給する。
②住民税非課税世帯に子ども一人当た
り２万円を加算して支給する。

Ⅱ．物価高の克服 48,096,331 48,096,331 48,096,331 R7.1.31 R8.1.30 支給開始日 令和７年３月
住民税非課税世帯の生活に係る経費の負担軽減が
図られた。

①住民税非課税世帯３万円給
付
②子ども加算

11 生活応援商品券配布事業
全世帯に「深浦町生活応援商品券」
（15,000円相当）を配布する。

Ⅱ．物価高の克服 56,402,099 56,402,099 39,734,000 16,668,099 R7.2.17 R7.6.2 配布数 3,463世帯
消費下支えの支援を行い、生活者負担の軽減が図ら
れた。

12
農業水利施設電力価格高騰対策支援
事業

土地改良区等に対して、電気料高騰分
の一部を補助する。

Ⅱ．物価高の克服 1,160,000 1,160,000 1,100,000 60,000 R7.3.14 R7.3.24 補助件数 ３件
農業水利施設の安定的な管理運営と農業経営の持
続化を支援することができた。

13 林業燃油等高騰対策支援事業
町内林業事業者及び木材製材事業者
に対して、燃油、電力料高騰分の一部
を補助する。

Ⅱ．物価高の克服 1,061,000 1,061,000 800,000 261,000 R7.2.14 R7.6.20 補助件数 ５件
林業関係事業者の燃油、電気料負担を軽減し、事業
継続を支援することができた。

14 漁協経営物価高騰対策支援事業
漁業協同組合に対して、製氷・貯氷庫な
ど水産施設の電気料高騰分の一部を
補助する。

Ⅱ．物価高の克服 919,000 919,000 800,000 119,000 R7.2.26 R7.5.30 補助件数 ３件
電気料負担を軽減し、水産分野における産地市場の
健全経営の維持が図られた。

15 畜産配合飼料等高騰対策支援事業
肉用牛飼養者に対して、配合飼料購入
費の価格高騰分の一部を補助する。

Ⅱ．物価高の克服 1,112,000 1,112,000 900,000 212,000 R7.3.18 R7.5.30 補助件数 ８件
畜産経営体の電気料負担を軽減し、事業継続を支援
することができた。

合計 184,860,875 184,860,875 167,510,776 17,350,099
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